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南海トラフ地震を想定した日米共同防災訓練にオスプレイ参加中止を求める申し入れ

　南海トラフ巨大地震を想定した自衛隊と米軍の日米共同防災訓練が１０月２５～２７日に高知県で実施することが明らかになった。
　各地の災害復旧においても自衛隊が大きな役割を発揮していることは周知の事実であり、災害復旧にむけた訓練は重要である。

　しかし、同訓練に、安全性が懸念されるオスプレイが参加することが予想されている。そもそもオスプレイは日本の航空法第11条の「有効な耐空証明」を有する条件を満たしておらず、国内法の下で実施される災害復旧にむけた訓練にはなじまない航空機と考える。オスプレイは、開発段階から事故を繰り返しており、沖縄県では、県あげてオスプレイ配備に反対し、本県でも県内11市の市長で構成する市長会議がオスプレイの国内配備・運用の中止と低空訓練廃止を国に強く求める要望を決定（2012年10月9日）、20議会で同様の意見書決議があがるなど、安全性に対し強い懸念がしめされている機体である。
オスプレイは、昨年４月にモロッコ、６月には米フロリダ州で墜落事故を起こし計９人が死傷した。事故原因を「人為的ミス」とする米軍の報告を受け、政府は「安全宣言」を出したが、今年に入っても2度の「ランクA」の重大事故を起こしている。6月ノースカロライナ州で発生した事故は、エンジン排気熱で草が燃え、機体の一部が焦げた、と発表されていたが、実際は、「ランクＡ」の重大事故で損害額は６２億円と機体価格を上回ることが判明した。8月ネバタ州の事故は、事実上で「墜落」であり、「事故機は修復できないほど破損した」と発表されている。しかも、事故機の損傷の具合や事故原因は明らかになっていない。
米本国やハワイでは住民の反対によるオスプレイの訓練中止などが相次いでいる。今年に入っても、ハワイでは、オスプレイの下降気流が遺跡保存や希少生物の生息環境に影響するとして、米軍は訓練を断念している。

そうした安全性に強い懸念のあるオスプレイの本県での運用については、到底、県民の納得を得られるものではない。また、訓練参加が、沖縄へのオスプレイ配備の口実とされることがあってはならない、のは言うまでもない。
オスプレイは、強い下降気流、高温の排気によるガレキの飛散、炎上の危険や輸送能力では大型ヘリの半分以下しかなく、災害救援には向かないとの指摘もある。

よって、安全上に懸念のあるオスプレイの参加は認めないように強く要請することを求める。
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